
 

このレポートは、投資の参考となる情報提供を目的としたもので、投資勧誘を意図するものではありません。投資の決定はご自身の判断と責任でなさ

れますようお願い申し上げます。記載された意見や予測等は作成時点のものであり、正確性、完全性を保証するものではなく、今後予告なく変更され

ることがあります。内容に関する一切の権利は大和総研にあります。事前の了承なく複製または転送等を行わないようお願いします。 

～制度調査部情報～ 2006 年 5 月 24 日 全５頁

有報、決算短信でのＲＯＥの
 

計算方法（確定版） 制度調査部 

吉井 一洋 

 

新株予約権、少数株主持分は分母(純資産)から控除 

【要約】 

■金融庁は、2006 年 4 月 25 日に財務諸表等規則や開示府令を改正する内閣府令を公表した。東京証

券取引所も、4月末に決算短信の改正を公表した。 

■新会社法施行日以後に適用される純資産会計基準では、貸借対照表上の資本の定義が大きく変更し

ている。これに伴いＲＯＥや自己資本比率などの計算方法がどのように変わるか注目されていた。 

■開示府令の改正により、有価証券報告書等においては、新貸借対照表上の「純資産」から新株予約

権、少数株主持分を控除した額に基づいて、ＲＯＥや自己資本比率を算出することとされた。改正

後の決算短信でも同様の改正が行われた。 

■改正内容は、2006 年 5 月本決算、2006 年 5 月中間決算から反映される。 

 

1.はじめに 

◎金融庁は 2006 年 4 月 25 日に、「業務補助等に関する規則等の一部を改正する内閣府令」を公布し

た。これにより、財務諸表等規則、連結財務諸表規則、中間財務諸表等規則、中間連結財務諸表規

則、開示府令（企業内容等の開示に関する内閣府令）などが改正された。 

 

◎これらは、ストック・オプションの新会計基準、貸借対照表の純資産の表示に関する会計基準、新

会社法に関連する新会計基準の設定に併せて、財務諸表に表示すべき科目や表示方法及び注記の内

容、有価証券届出書・有価証券報告書等の開示書類での具体的な開示内容を改正するものである。 

 

◎貸借対照表では、貸借対照表の純資産の表示に関する会計基準（純資産会計基準）の設定に併せて、

「資本の部」は廃止され、資産・負債の差額は「純資産の部」として表示される。「純資産の部」

の内訳は「株主資本」、「評価・換算差額等」、「新株予約権」、「少数株主持分」となる。 

 

◎有価証券届出書、有価証券報告書では、自己資本利益率（ＲＯＥ）、自己資本比率、1株当たり純

資産（ＢＰＳ）を、「主要な経営指標等の推移」の中で開示している。（半期報告書では、自己資

本利益率（ＲＯＥ）は、開示対象に含まれていない。） 

 

◎金融庁の開示府令では、純資産会計基準の設定により純資産の定義が変わったことを受け、自己資

本利益率（ＲＯＥ）や自己資本比率の計算方法を変更している。「1株当たり当期純利益に関する

会計基準の適用指針」の改正に伴い、1株当たり純資産（ＢＰＳ）の計算方法も変更している。 

 

◎東京証券取引所も、2006 年 4 月末に、決算短信の様式の改正を行い、従来は株主資本当期純利益

率としていたＲＯＥの名称を自己資本当基純利益率に、株主資本比率を自己資本比率に改めている。

計算方法も開示府令と同様の方法に改めている。1株当たり純資産（ＢＰＳ）の計算方法も変更し

ている。 



 

 (２／５) 

 

2.計算方法 

◎具体的な算式は、図表 1のとおりである。 

 

（1）開示府令 

図表 1 ＲＯＥ、自己資本比率及びＢＰＳの算定方法新旧比較 

 改正後 改正前 

 

 

 

 

連結 

 

      当期純利益      

純資産－新株予約権－少数株主持分 

■決算短信の記載要領では、分母は期

首・期末の平均値とされている。 

 

■開示府令では「自己資本利益率」、

決算短信では「自己資本当期純利益

率」と称している。 

      当期純利益  

       純資産※1※3 

 

■決算短信の記載要領では、分

母は期首・期末の平均値とさ

れている。 

■開示府令では従来から「自己

資本利益率」、決算短信では

「株主資本当期純利益率」と

称していた。 

 

 

ＲＯＥ 

（有価証券報告書等

では「自己資本利益

率」、決算短信では

「自己資本当期純利

益率」） 

 

 

 

 

個別 

        当期純利益   

      純資産－新株予約権 

■決算短信の記載要領では、分母は期

首・期末の平均値とされている。 

 

■開示府令では「自己資本利益率」、

決算短信では「自己資本当期純利益

率」と称している。 

      当期純利益  

       純資産※2※3 

■決算短信の記載要領では、分

母は期首・期末の平均値とさ

れている。 

■開示府令では従来から「自己

資本利益率」、決算短信では

「株主資本当期純利益率」と

称していた。 

 

 

 

 

 

連結 

 

 

純資産－新株予約権－少数株主持分 

総資産 

■決算短信の記載要領では、分母・分

子とも期末の数値とされている。 

 

■開示府令、決算短信とも「自己資本

比率」と称している。 

 

        純資産※1 

         総資産※4 

 

■決算短信の記載要領では、分

母・分子とも期末の数値とさ

れている。 

■開示府令では従来から「自己

資本比率」、決算短信では「株

主資本比率」と称していた。

 

 

 

 

 

 

 

 

自己資本比率 

 

 
 
 
 
個別 

 

純資産－新株予約権

総資産 

■決算短信の記載要領では、分母・分

子とも期末の数値とされている。 

 

■開示府令、決算短信とも「自己資本

比率」と称している。 

 

        純資産※2 

         総資産※4 

■決算短信の記載要領では、分

母・分子とも期末の数値とさ

れている。 

■開示府令では従来から「自己

資本比率」、決算短信では「株

主資本比率」と称していた。

ＲＯＥ＝
ＲＯＥ＝ 

ＲＯＥ＝ ＲＯＥ＝ 

自己資本比率＝ 
自己資本比率＝ 

自己資本比率＝ 自己資本比率＝ 
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連結 

 

 

 

純資産－(①～⑥) 

発行済株式数※5 

①新株式申込証拠金 

②自己株式申込証拠金 

③普通株式よりも配当請求権または残

余財産分配請求権が優先的な株式の

払込金額(当該優先的な株式に係る

資本金及び資本剰余金の合計額) 

④当該会計期間に係る剰余金の配当で

あって普通株主に関連しない金額※7 

⑤新株予約権 

⑥少数株主持分 

 

 純資産※1－(①～④) 

発行済株式数※5 

①新株式払込金※6 又は新株式

申込証拠金 

②自己株式払込金※6 又は自己

株式申込証拠金 

③普通株式よりも利益配当請

求権または残余財産分配請

求権が優先的な株式の発行

金額(当該優先的な株式に係

る資本金及び資本剰余金の

合計額) 

④当期に係る利益処分による

社外流出額項目であって普

通株主に関連しない金額※7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＢＰＳ 

(1 株あたり純資産) 

 

 

 

 

 

 

個別 

 

純資産－(①～⑤) 

発行済株式総数※5 

①新株式申込証拠金 

②自己株式申込証拠金 

③普通株式よりも配当請求権または残

余財産分配請求権が優先的な株式の

払込金額(当該優先的な株式に係る

資本金及び資本剰余金の合計額) 

④当該会計期間に係る剰余金の配当で

あって普通株主に関連しない金額※7 

⑤新株予約権 

 

 純資産※2－(①～④) 

発行済株式総数※5 

①新株式払込金※6 又は新株式

申込証拠金 

②自己株式払込金※6 又は自己

株式申込証拠金 

③普通株式よりも利益配当請

求権または残余財産分配請

求権が優先的な株式の発行

金額(当該優先的な株式に係

る資本金及び資本剰余金の

合計額) 

④当期に係る利益処分による

社外流出額項目であって普

通株主に関連しない金額※7 

※1 改正前においては、当該純資産は「資本の部」として表示され、繰延ヘッジ損益、新株予約権、

少数株主持分は含まなかった。 

※2 改正前においては、当該純資産は「資本の部」として表示され、繰延ヘッジ損益、新株予約権は

含まなかった。 

※3 改正前の決算短信記載要領では「新株式払込金」を控除することとされていたが、当該項目は 2004

年 10 月の商法改正により不要となったため、廃止された。 

※4 改正前の決算短信記載要領では、連結決算短信では期末の負債の部と少数株主持分と資本の部の

合計、個別決算短信では期末の負債の部と資本の部の合計とされていた。 

※5 普通株式の期末の発行済株式数から期末の普通株式の自己株式数を控除する。 

※6 「新株式払込金」、「自己株式払込金」という用語は 2004 年 10 月の商法改正により不要となっ

たため削除された。 

※7 改正前は役員賞与を控除していたが、企業会計基準第 4 号により、役員賞与は対象事業年度にお

いて費用計上されることになったため、改正後は特に控除する必要は無くなった。 

 

◎改正後の貸借対照表上の純資産には、「株主資本」、「評価・換算差額等」、「新株予約権」、「少

数株主持分」が含まれる。しかし、ＲＯＥや自己資本比率等の計算における純資産は「新株予約権」

や「少数株主持分」を含まず、「株主資本」と「評価・換算差額等」からなる。評価・換算差額等

ＢＰＳ＝ ＢＰＳ＝

ＢＰＳ＝ ＢＰＳ＝



 

 (４／５) 

 

には、新たに繰延ヘッジ損益が加わっている。 

 

◎図表 1の算式のＲＯＥおよび自己資本比率における純資産を新旧比較すると、改正後の純資産は改

正前の純資産額に繰延ヘッジ損益（税効果相当額控除後）を加えた分だけ増加していることになる。 

 

3.計算例 

◎図表 2の会社の連結上の当期純利益（少数株主損益控除後）が 50 億円であったとする。 

 

 

◎この場合、連結ＲＯＥは改正前の開示府令・決算短信の記載要領に従えば、10.9％となる。なお、

決算短信の記載要領によれば、分母の純資産は本来は期中平均によるのが妥当だが、ここでは簡略

化のため、図表 2の数値を平均せずにそのまま用いている。 

  改正前のＲＯＥ ＝ 50 億円 ÷4 60 億円(資本の部) ＝ 10.9％ 

 

◎一方、新しい開示府令・決算短信の記載要領に従って計算すると次のようになる。 

改正後のＲＯＥ ＝ 50 億円 ÷ （553 億円－60 億円－15 億円） ＝ 10.5％ 

 

◎自己資本比率は、改正前の開示府令・決算短信の記載要領では次のとおりになる。 

  

改正前の自己資本比率 ＝ 資本の部 460 億円 

÷ 総資産 1,120 億円（600 億円＋60 億円＋460 億円） 

            ＝ 41.1％ 

 

◎新しい開示府令・決算短信の記載要領では次のようになる。 

負債の部 負債の部

・・・・・・・・・・・・・・・
繰延ヘッジ利益

※4 30

新株予約権 15

　繰延税金負債（増加分） 12 ※1

負債の部の合計 567 ※2 負債の部の合計 600

純資産の部 少数株主持分 60

資本の部

Ⅰ．株主資本
　1.資本金 140 Ⅰ．資本金 140
　2.資本剰余金 110 Ⅱ．資本剰余金 110
　3.利益剰余金 180 Ⅲ. 利益剰余金 180
　4.自己株式 ▲30

　  株主資本合計 400  

Ⅱ．評価・換算差額
　1.その他有価証券評価差額金 30 Ⅳ．その他有価証券評価差額金 30

　2.繰延ヘッジ損益
※3 18

　3.土地再評価差額金 15 Ⅴ. 土地再評価差額金 15

　4.為替換算調整勘定 15 Ⅵ．為替換算調整勘定 15

　　評価・換算差額等合計 78

Ⅲ. 新株予約権 15

Ⅳ．少数株主持分 60

Ⅶ．自己株式 ▲30
  　純資産合計 553   　資本合計 460

改正後の連結貸借対照表 改正前の連結貸借対照表
                 図表2　連結貸借対照表　　　　　　　　(単位：億円)
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改正後の自己資本比率 ＝ 純資産(553 億円－60 億円－15 億円) 

 ÷ 1,120 億円（567 億円＋553 億円） 

＝ 42.7％ 

 

 

4.適用時期 

◎改正後の財務諸表等規則、連結財務諸表規則、中間財務諸表等規則、中間連結財務諸表規則は、新

会社法施行日（2006 年 5 月 1 日）以後終了する事業年度、連結会計期間、中間会計期間、中間連

結会計期間から適用される。 

 

◎有価証券届出書に関しては、次の日以後に提出するものから新しい開示府令の様式による。 

■2006 年 5 月 1日において既に有価証券報告書を提出している企業 

･･･新しい開示府令に基づく有価証券報告書、半期報告書を提出した日 

■それ以外の企業･･･2006 年 8 月 1 日 

 

◎有価証券報告書に関しては、2006 年 5 月 1 日以後に終了する事業年度の有価証券報告書から新し

い開示府令の様式による。 

 

◎半期報告書に関しては、2006 年 5 月 1 日以後に終了する中間会計期間の半期報告書から新しい開

示府令の様式による。 

 

◎改正後の決算短信（連結・個別）の様式および記載要領は 2006 年 5 月決算、中間決算短信（連結・

個別）については、2006 年 5 月中間決算から適用される。 

 


